
 

 

 

 

 

 

●「道内建設業（保証契約者）の財務比率」を公表（北保証） 

 11月14日、北海道建設業信用保証㈱は、2022年3月ま

での 1 年間の決算を対象に道内建設企業の財務数値を分類

集計した「道内建設業（保証契約者）の財務比率」をとりま

とめた。コロナ禍の最中でも公共事業量を安定的に確保で

きたことで、2020年度の数値を維持できており、財務比率

22項目中 12項目が過去 5年間で最良値となった。特に、

健全性を表す 9項目のうち固定負債比率を除く 8項目が過

去最良値を更新した。 

 

●地域建設業経営強化融資制度の運用を改善（国交省） 

 国土交通省は10月28日に閣議決定された経済対策に基づ

き、資材価格高騰の影響を受けている建設会社の資金繰り支

援を強化する。地域建設業経営強化融資制度は公共工事など

の請負代金債権を担保に、元請け企業が出来高に応じて低利

で融資を受けることが出来る制度である。今回の運用改善に

より、変更契約締結前でも発注者が受注者に通知する協議書

で確認できれば融資できるようになった。 

 

●11月末の道内建設業許可業者増加（開発局、道） 

 北海道開発局と北海道は、2022 年 11 月末の道内建設業

許可業者数をまとめた。知事・大臣許可の合計は1万9,449

者で、前月から1者増となった。内訳は大臣許可が前月比1

者増の160者、知事許可が前月と同数の1万9,289者とな

っている。  

 

●水道行政を厚労省から移管（政府） 

9月2日、政府は、厚生労働省が所管する水道行政の大部

分を国土交通省に、一部を環境省に移管させることを決め

た。新型コロナウイルスの影響で増え続ける厚労省の業務

負担の軽減を目的としている。2023年の通常国会に関連法

案を提出し、24年4月から新体制への移行を目指す。国交

省では、現在の水管理・国土保全局下水道部を改組し対応す

る案が浮上している。 

 

●CCUSの登録技能者100万人突破（建設業振興基金） 

 建設キャリアアップシステム(CCUS)の運営主体である

建設業振興基金によると、10 月末時点で CCUS 登録技能

者数が102万4,269人に上った。2019年4月の本格稼働か

ら 4年弱で、全技能者の3人に 1人が利用する水準に達し

ている。登録事業者数は19万6,655者、就業履歴蓄積数は

10月単月で過去最高の380万1,819回を記録した。 

 

 

●2023年度予算の概算要求を発表（国交省） 

 8 月 25 日、国土交通省は、2023 年度予算の概算要求を

発表した。一般会計の国費総額は前年度比18.4％増の 6兆

9,279億円となり、うち公共事業関係費は 19.0％増の 6兆

2,442億円となった。 

 

●2023年度道開発予算の概算要求を発表（北海道局） 

 8月25日、北海道局は、2023年度北海道開発予算の概算

要求を発表した。一般公共事業費に当たる北海道開発事業費

は、国費で前年度当初比 19.4％増の 6,669 億円、事業費で

19.0％増の8,373億円となった。 

 

●入札資格審査でゼロカーボン貢献評価を追加（道） 

 11月1日、道建設部は、2023・24年度競争入札参加資格

審査項目から、十分定着が図られた「地域貢献活動等」を廃

止し、「ゼロカーボン北海道への貢献」を追加した。事業者

が脱炭素化に向けた取り組みを宣誓する「ゼロカーボン・チ

ャレンジャー」へ登録することで 3 点を付与する。また、

「環境への取り組み」を評価する項目では、北海道グリー

ン・ビズ認定制度「優良な取り組み」部門への登録を加えた。

今後、関係団体への通知や説明会などを経て、2023年1月

から申請受付を開始する予定だ。 

 

●2022年度第2次補正予算が成立（政府） 

12月2日、政府の2022年度第2次補正予算案が参院本

会議で可決、成立した。そのうち、北海道開発予算第2次補

正予算額は事業費ベースで、直轄事業に 770億円、補助事

業に1,475億円、合計すると2,245億円に上った。他に、国

庫債務負担行為（ゼロ国債）を事業費ベースで 462億円と

計上した。 

 

 

公共工事を実施する企業は、どのように資金調達するの

か。視野をアジアに広げてみると色々と興味深いことが窺

える。インドネシアは、アジアの中で比較的前払制度が整っ

ている国であり、公共事業は全て前払金を支払うルールだ。

国毎の制度の在り様は、それぞれの国の建設市場の在り方、

実際の市場環境がどのようなものか等を考慮せねばならず、

一概にこうという答えを出せるものではないが、私見とし

て、やはりインドネシアにおいては自国における旺盛な社

会資本整備への投資意欲が反映しているように思う。イン

ドネシアの建設市場は順調な成長を続け、一時コロナウイ

ルス感染症の影響を受けつつも、今後の成長が期待されて

いる。インフラ整備が国の成長に繋がっていく時、その背景

には政府による細やかな資金誘導政策があるのだと思う。 

（Ｈ．Ｓ） 

                                          


